
◯地上基幹放送分野に係る経営力向上に関する指針 

 

 

第１ 現状認識 

 １ 全体の傾向 

 地上基幹放送等（放送法（昭和25年法律第132号）第２条第14号に定める移動受信用地上基幹

放送及び同条第15号に定める地上基幹放送をいう。以下同じ。）は、我が国の大半の世帯に広く

普及する国民生活の重要な情報通信基盤であり、それぞれの地域において、地域情報を流通させ

る役割を果たしている。 

 地上基幹放送事業者等（地上基幹放送等を行う者（日本放送協会を除く。）及び放送法第２条

第24号に定める基幹放送局提供事業者（地上基幹放送等を行う者の業務の用に供する者に限る。

以下同じ。）をいう。以下同じ。）の近年の売上高を見ると、新型コロナウイルス感染症の拡大

で落ち込んだ売上高は、令和５年度には約２兆1,582億円と、新型コロナウイルス感染症の拡大

以前の水準までには達していない。 

 近年、地上基幹放送事業者等は、視聴者の視聴スタイルの変化、若年層を中心としたテレビ・ラ

ジオ離れ、インターネット動画配信サービスの伸張などといった様々な環境の変化に直面してお



 

り、多様なニーズに応えていくことが求められている中で、その変化に速やかに対応していく必

要がある。 

 また、コミュニティ放送は、放送対象地域が一の市区町村の一部の区域であり、広告料収入の

もととなる企業が少なく、令和５年度の平均営業収入は約4,600万円、平均営業損益は約90万円の

赤字であり、経営基盤が脆弱であるため、経営力向上の観点では、地元の企業や自治体とのより

緊密な連携が重要となる。 

（注） 令和５年度の売上高に、移動受信用地上基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者及び超

短波文字多重放送のみを行う地上基幹放送事業者の売上高は含まない。 

２ 業態の特徴 

地上基幹放送事業者 537 者 令和７年４月１日時点 

 テレビジョン放送事業者 127 者  

ラジオ放送事業者 441 者  

 コミュニティ放送事業者 343 者  

移動受信用地上基幹放送事業者 ０者  

基幹放送局提供事業者 ０者  

（注１) テレビ・ラジオを兼営している事業者は31者で、それぞれに計上。 



（注２) 超短波文字多重放送のみを行う地上基幹放送事業者は計上していない。 

第２ 経営力向上の内容に関する事項 

１ 基本的事項 

 地上基幹放送事業者等の基本的なビジネスモデルは、放送番組をより多くの人に視聴してもら

うことで広告の効果を高め、広告枠を売るというものである。しかし、第１の現状認識で述べた

とおり、インターネット動画配信サービスの台頭等による環境変化のため、需要が相対的に低下

していることから、地上基幹放送事業者等が収益を拡大し経営力を向上させるためには、サービ

ス品質を向上させて視聴者を増やし、広告料収入を拡大するとともに、広告料以外の収入源も積

極的に求めていくことが必要となる。 

２ 具体的事項 

 現に有する経営資源又は事業承継等により他の放送事業者等から取得した又は提供された経営

資源に関し、地上基幹放送事業者等においては、経営力向上に向けて、一のイからヌまでに掲げ

る事項を、二の表の左欄に掲げる地上基幹放送事業者等の規模に応じ、同表右欄に掲げるところ

により、実施するものとする。 

一 経営力向上の内容 

イ サービス品質の向上 



 

 現在提供しているサービスについて、その品質の向上を通じて、競争力の強化を図る。サ

ービス品質向上に向けた取組としては、例えば、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用、４Ｋコン

テンツ制作システムの導入、ハイブリッドキャストの活用、多言語での放送サービスの提供

等が考えられる。 

ロ 関連サービス提供による経営の多角化 

 現在提供している主力サービスに加えて、関連するサービスを追加で提供することで、売

上増を目指す。関連サービスとして、例えば、コンテンツ二次利用の促進、インターネット

の活用を含むＩＣＴの活用等が考えられる。 

ハ 他の放送事業者等との連携等強化 

 他の放送事業者等との連携又は他の放送事業者等からの事業承継等を行うことによりサー

ビスの拡充を図る。また、放送事業以外の事業を行う者等との連携等又は他の放送事業以外

の事業を行う者からの事業承継等により新たなサービスを提供する。例えば、他の放送事業

者との技術協力等による番組の共同制作、地方自治体と連携した公共情報番組の制作・放送

等が考えられる。 

ニ 災害対策の強化 

 （１）放送ネットワークの強靱化 



 放送ネットワークを高度に利用し、確実かつ安定的なサービスの提供を通じて経営能力

を強化するためには、様々な事態を想定した維持管理策が不可欠であることから、放送ネ

ットワークの強靱化として、例えば以下のような取組が考えられる。 

（例） 

① 予備送信設備等の整備 

② ＦＭ補完中継局・中継局の整備 

 （２）災害情報伝達手段の確保・効率化 

    国や地方自治体からの緊急割込放送等を実施するための設備を整備し、災害時の情報

伝達を確保・効率化させることで、情報伝達に係るコストの削減を図るため、例えば、

以下のような取組が考えられる。 

（例） 

① 災害情報システム（Ｊアラート、Ｌアラート）の導入 

② 自動起動ラジオシステムの導入 

ホ サービスの安全性・信頼性の向上 

  設備の導入や体制の拡充等を図ることにより、放送事故を減少させ安定的に放送を提供す

ることが、視聴者の信頼を獲得し視聴者数の維持・増加に資するものと考えられる。また、



 

放送事故からの復旧対応等にかかるコスト削減にもつながる。さらに、サイバーセキュリテ

ィ対策を講じることで、放送中断事故等を防止する。これらのための取組として、例えば、

設備の導入（無音検知アプリや信頼性の高い自動番組制御装置（ＡＰＳ）等）や従業員の育

成（マニュアルの策定や研修等）が考えられる。 

へ 省エネ・共同調達等によるコスト削減等 

  地上基幹放送事業者等は、サービスを提供するために様々な機器・設備が不可欠であり、

多量の電気を使用している。そのため、例えば、次のような取組を行うことにより、経費全

体のコストの削減を図ることが考えられる。 

（例） 

① 放送設備等の省エネルギー化による電気料金の削減 

② 電気の使用量管理による電気料金の削減 

③ 他事業者との共同調達による機器・設備等費用の削減 

ト 経営資源の組合せ 

商品の生産若しくは販売又は役務の提供の方法を効率化するため、現に有する経営資源及

び他の放送事業者等から取得した又は提供された経営資源を有効に組み合わせて一体的に活

用する。 



チ 社内管理システム等の効率化 

財務、会計、人事、給与管理等において、一般に販売されている業務用ソフトウェア又は

クラウドサービス等の標準的なシステムを導入することにより、管理部門の業務の効率化を

推進する。 

なお、不正アクセス等による情報漏えい対策等を講ずるよう留意する。 

リ 財務・マネジメントの強化 

  事業内容の特性を踏まえて、経営力把握に有用な財務情報の数値を把握し、適切な目標を

設定し、経営管理を行う。 

ヌ 人材の確保・育成・定着等 

  最新の技術やサービス動向を踏まえ、自社の強み及び経営環境に応じて、より付加価値の

高いサービスの創出・向上を図ることができる人材を確保・育成する。また、人材の確保・

育成のための教育・研修計画を立案することも有効である。これらのための取組として、例

えば、大学等と連携したリカレント教育による人材育成が考えられる。 

また、業務の実施区域が一定の規模に限定され、地域情報の発信を期待されている地上基

幹放送事業者等においては、当該地域に精通した人材は欠かせない。そのため、地域の学校

からの職業体験の受入れ、インターンシップ、地域番組における取材活動等を通じて、地上



 

基幹放送等に従事することを志す若年層の拡大を図ることにより、地域人材の確保に努める

ことも有効である。 

さらに、従業員の健康増進に資する取組を含む職場環境の整備改善、従業員の適正な評価

その他の取組により、従業員の離職率低下、意欲の増進その他組織の活力の向上を図り、従

業員の能力を有効活用しつつ定着を促進する。 

二 規模別の整理 

 イ 現に有する経営資源を利用する場合 

常時使用する従業員の数が二

十人以下の地上基幹放送事業

者等 

一イからヘまで又はチからヌまでに掲げる事項のうち１項

目以上（ただし、チからヌまでに掲げる事項のうち１項目

以上を含むこと。） 

常時使用する従業員の数が二

十人を超える会社のうち、以

下のいずれかに該当する地上

基幹放送事業者等 

・常時使用する従業員の数が

一イ、ロ、ハ、ニ⑴、ニ⑵、ホ又はヘに掲げる事項のうち

１項目以上 

一チからヌまでに掲げる事項のうち１項目以上 

合計２項目以上 



三百人以下の地上基幹放送事

業者等 

上記以外の地上基幹放送事業

者等 

一イ、ロ、ハ、ニ⑴、ニ⑵、ホ又はヘに掲げる事項のうち

１項目以上 

一チからヌまでに掲げる事項のうち１項目以上 

合計３項目以上 

   ロ 事業承継等により他の放送事業者等から取得した又は提供された経営資源を利用する場合 

常時使用する従業員の数が二

十人以下の地上基幹放送事業

者等 

一イからヌまでに掲げる事項のうち１項目以上（ただし、チ

からヌまでに掲げる事項のうち１項目以上を含むこと。） 

常時使用する従業員の数が二

十人を超える会社のうち、以

下のいずれかに該当する地上

基幹放送事業者等 

・常時使用する従業員の数が

一イ、ロ、ハ、ニ⑴、ニ⑵、ホ、ヘ又はトに掲げる事項の

うち１項目以上 

一チからヌまでに掲げる事項のうち１項目以上 

合計２項目以上 



 

三百人以下の地上基幹放送事

業者等 

上記以外の地上基幹放送事業

者等 

一イ、ロ、ハ、ニ⑴、ニ⑵、ホ、ヘ又はトに掲げる事項の

うち１項目以上 

一チからヌまでに掲げる事項のうち１項目以上 

合計３項目以上 

 

第３ 経営力向上の実施方法に関する事項 

１ 計画期間 

  計画期間は３年間ないし５年間とする。 

２ 要件  

  計画策定に当たり、地上基幹放送事業者等が目標とすべき指標等は、次の一又は二に掲げる区

分に応じてそれぞれ一又は二に定めるものとする。 

一 現に有する経営資源を利用する場合 

次に掲げるいずれかの指標とする。 

   イ 労働生産性 



     労働生産性(注)について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び率

が２％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は1.5％以上の目標を、３年間の場合

は１％以上の目標を求める。 

     なお、計画期間が終了した時点での労働生産性の値は正となることを求める。 

特定事業者等は、労働者数を削減するのではなく、営業利益、人件費及び減価償却費の合

計を増加させることにより労働生産性の向上を達成するよう努めるものとする。 

    (注) 労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働者数

又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものとする。 

   ロ 売上高経常利益率 

売上高経常利益率について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び

率が５％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は４％以上の目標を、３年間の場合

は３％以上の目標を求める。ただし、事業規模等を勘案して弾力的に目標を設定できること

とする。 

なお、売上高経常利益率が負数の者については、売上高経常利益率が正数となるような目

標を定めることを求める。 

二 事業承継等により他の放送事業者等から取得した又は提供された経営資源を利用する場合 



 

イ 事業承継の促進 

 特定事業者等が事業承継等（中小企業等経営強化法第２条第10項第９号に掲げるものを除

く。）を行う場合にあっては、次に掲げる取組を支援対象とする。 

（１） 事業の継続が困難である他の放送事業者等の事業を承継するもののうち、事業の経

営の承継を伴う取組 

（２） 他の放送事業者等の事業を承継するもののうち、事業承継等による経営資源の組合

せを通じた労働生産性の向上を目的とする取組 

ロ 指標 

  次に掲げるいずれかの指標とする。 

 （１）労働生産性 

   労働生産性(注)について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び

率が２％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は1.5％以上の目標を、３年間の

場合は１％以上の目標を求める。 

なお、計画期間が終了した時点での労働生産性の値は正となることを求める。 

特定事業者等は、労働者数を削減するのではなく、営業利益、人件費及び減価償却費の

合計を増加させることにより労働生産性の向上を達成するよう努めるものとする。 



  (注) 労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働者

数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものとする。 

（２）売上高経常利益率 

売上高経常利益率について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸

び率が５％以上のものを求める。計画期間が４年間の場合は４％以上の目標を、３年間の

場合は３％以上の目標を求める。ただし、事業規模等を勘案して弾力的に目標を設定でき

ることとする。 

なお、売上高経常利益率が負数の者については、売上高経常利益率が正数となるような

目標を定めることを求める。 

 ３ 売上高が100億円を超えるまでの目標期間 

中小企業等経営強化法施行規則（平成11年通商産業省令第74号）第16条第３項の経済産業大臣

の確認を受けて経営力向上計画の認定の申請を行おうとする特定事業者等は、経営力向上に係る

事業の実施を通じて100億円を超える売上高を目指す期間（以下「目標期間」という。）を設定

するものとする。なお、目標期間は10年を超えないものとする。 

４ 経営力向上に係る事業の実施に当たり留意すべき事項 

特定事業者等は、経営力向上に係る事業を行うに先立ち、「ローカルベンチマーク」(注)等を



 

用いて自社の現状を具体的に分析し、経営課題を整理するとともに、経営力向上に係る事業を的

確に実施するため、当該事業が経営課題の解決に資することを明確化するものとする。 

(注) 「ローカルベンチマーク」とは、企業の経営者等と支援機関が、企業の経営状態を把握し

、互いに対話を行うための基本的な枠組みである。具体的には、六つの財務情報（売上高増

加率、営業利益率、一人当たり営業利益、EBITDA有利子負債倍率、営業運転資本回転期間及

び自己資本比率）並びに商流・業務フロー及び四つの視点（経営者、関係者、事業及び内部

管理体制）に係る非財務情報から構成される。 

第４ 経営力向上の促進に当たって国が配慮すべき事項 

１ 雇用への配慮 

 国は、人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない等、雇用の安定に配慮するものと

する。組織再編行為が従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、事業承継等を行う場合にあっ

ては、特に配慮するものとする。 

２ 申請手続の簡素化 

国は、申請手続の負担を軽減するため、電子申請システムの開発及び利用促進に努める。 

３ 計画進捗状況の把握の推奨 

 国は、経営力向上計画の進捗状況を地上基幹放送事業者等が自ら定期的に把握することを推奨



する。 

４ 外部専門家の活用 

 国は、経営力向上計画の認定、計画進捗状況の調査及び助言・指導に際しては、その事業内容

及び経営目標が適切か否かを判断するに当たって、必要に応じて認定事業分野別経営力向上推進

機関及び認定経営革新等支援機関その他の専門家の知見を活用する。 

５ 信頼性のある計算書類等の作成及び活用の推奨 

 国は、中小企業等に会計の定着を図り、会計の活用を通じた経営力の向上を図ることに加え、

中小企業等が作成する計算書類等の信頼性を確保して、資金調達力を向上させ、中小企業等の財

務経営力の強化を図ることが、経営力向上の促進のために重要であるとの観点から、中小企業等

に対し、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指針」その他の会

計ルールに拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活用を推奨する。 

６ 中小企業等の規模に応じた計画認定 

  国は、中小企業等による幅広い取組を促すため、中小企業等の規模に応じて柔軟に計画認定を

行う。 

７ 中小企業等の事業承継の円滑化に向けた環境整備 

 国は、中小企業等が事業承継を契機として経営力向上に向けた取組を行うことができるよう、



 

中小企業等が事業承継を円滑に行うことができる環境を整備するものとする。 

第５ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項 

 認定事業分野別経営力向上推進機関には、１に掲げる要件を満たし、かつ、２に掲げる業務を行

うための知見及び能力を有することを求める。 

１ 要件 

一 組織体制 

イ 業界全体のニーズや動向等について、十分な知見や情報発信力があること。 

ロ 業界の経営力向上を推進するための人員体制が十分に確立されていること。 

ハ 事業分野別経営力向上推進業務に相当する業務に係る１年以上の実務経験を含む３年以上

の普及啓発及び研修又は調査研究に係る実務経験を有している者により、２に掲げる業務を

行うこと。 

ニ 事業分野別経営力向上推進業務を行う者が中核となって、実質的に人材管理の適切な実施

等を通じ、自らの監督と責任の下に下部組織等を活用して、事業分野別経営力向上推進業務

を実施する体制を有していること。 

二 事業基盤 

イ 会員からの会費収入、自主事業による収入又は自治体からの財政的支援等、適切な収入基



盤を有すること。 

ロ 決算報告書等、事業基盤の健全性を確認できる書類等を作成していること。 

２ 業務 

一 本指針に定めた事項に関する普及啓発及び研修 

二 当該事業分野における経営力向上に関する最新の知見に関する情報の収集、整理及び分析並

びに調査研究等 

３ 事業分野別経営力向上推進業務の実施に当たって配慮すべき事項 

一 国が配慮すべき事項 

イ 国は、地域における中小企業等の支援の担い手を多様化・活性化し、中小企業等に対して

専門性の高い支援を行うための支援体制の充実を図るものとする。 

ロ 国は、事業分野別経営力向上推進業務を行う者に対して、必要な制度概要等の周知徹底に

努めるものとする。 

ハ 国は、事業分野別経営力向上推進業務を行おうとする者が認定の申請を行う際に必要とな

る書類の簡素化に努めるものとする。 

ニ 国は、認定事業分野別経営力向上推進機関に対して、政策評価の観点から、定期的に事業 

分野別経営力向上推進業務の実施状況や成果について、任意の調査等を実施するものとする。 



 

ホ 国は、認定事業分野別経営力向上推進機関に対する任意の調査等の結果、個々の認定事業

分野別経営力向上推進機関の特性等を踏まえ、必要に応じ、当該認定事業分野別経営力向上

推進機関の事業分野別経営力向上推進業務の成果について報告を求める等により、当該認定

事業分野別経営力向上推進機関による支援体制の状況等を把握するものとする。 

二 認定事業分野別経営力向上推進機関が配慮すべき事項 

イ 認定事業分野別経営力向上推進機関は、事業分野別経営力向上推進業務の実施に当たって

、合理的な理由なく、特定の事業者を支援対象から外すことのないようにすること。 

ロ 認定事業分野別経営力向上推進機関は、業務上知り得た秘密の保持による信頼の確保を図

ること。 

第６ 適用範囲 

本指針の適用範囲は、放送法第２条第14号に定める移動受信用地上基幹放送又は同条第15号に定

める地上基幹放送を行う放送事業者及び同条第24号に定める基幹放送局提供事業者とする。 

 


